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きい、ミニ役場的な組織になるように思われる。   
後述するように、戦前には、町内会、部落会といった名称で自治会等が公的な制度  
として組織されていた。しかし、戦時中の動員体制の一翼を担ったとして、占領期に   









2 その区域が、住民にとって客観的に明らかなものとして定められていること。  
3 その区域に住所を有するすべての個人は、構成員となることができるものとし、  
その相当数の者が現に構成員となっていること。  























このほか、広島県安芸高田市（旧高宮町）の地域振興会、庄原市の自治振興区、新   
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図1自治会等総数の変遊   

































基盤をもった近代的な特質だと評価するのである（玉野1993：18、277－8）。   
このように自治会等の中心的特質とされる全世帯加入制であるが、近年は揺らぎも  
みられる。例えば中核市のうち自治会等の加入率を把握している29市についてみる   





















表1 中核市の自治会等加入率  
加入率   市数  割合（％）   
90％～   6   20．7   
80－90％   37．9   
70－80％   9   31，0   
60－70％   3   10．3   
合 計   29   100．0   
世帯数（千）   
自治会数  
75  77  79  81 83  85  87  ∈柑  91 93  95  97  99  01 03  
年度  
図21計治会加入率   



































示している。   
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域にも同様の動きがみられ、1932年（昭和7年）の農山漁村経済更生運動の開始や   



































1950年代の市町村合併で市町村は約9，800から3，400へと減少した。明治の大合併   
































して充て、1949年までにすべての部落に公民館が完成した（神田2002：糾）。こうし   



































とによって、住民本位の運営が形骸化しがちであることも示されている詔。成果とし   


































優良事例に選ばれるほどの実繚を上げたという23。   
部落会の活動を戦後、部落公民館として再編成してきた宮崎県には2200の自治公   
































県にもみられる。   
以上、自治会等を民主化する取り組みとしての自治公民館運動をみた。その成果の  
評価は分かれるとしても、少なくとも住民の主体的な関与を促し、住民自治の実質を  
生み出す意図をもって各地で取り組まれたことは確認できたと思う。引き続いて自治   
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公民館と地域の課題解決との関わりについて、沖縄県竹富島を具体例として検討する。  
































トはある。かつては町長選挙の論功行賞として区長が任命されていた時期があり、住   
98  伊藤  
民間の対立を生む原因となっていた。このため公民館が推薦する者を任命するよう要  

































間見ることができる。「理念に基づく主張も、技術に依拠した主張も、利害のからん   
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だ主張も、主張自体がこばまれることはない。住民同士が実にねばり強い話し合い  
の中で、立場の異なる主張を『島の合意』に収赦させていくのである」（備漸2003：  
































予算の一定部分を協力費として観光業に携わる人から徴収し残りを全住民に賦課する   
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と、観光業に携わる人は二重取りとなり、年間10万円単位の負担となるケースもある。  
一方、観光に携わらない人は負担が軽くなる。これが観光の恩恵を住民に還元する工  
































各支会と連携した郷友会によって、複合的・重層的に支えられている。逆に、祭りを   



































数の事例だけでは偏った結論を導く危険もあるので、以下で先行研究に扱われた事例   
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請願も採択されることが多く、住民運動団体がこれらのことを行なった場合と大きく   
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エーション塑の組織であって、自治会等ではなかった。行政が反対運動と同一方向を   
































自治会等と住民自治の関係について検討してみたい。   


































域生活が住民の共同生活であるがゆえに、町内会等が生活防衛の拠点となる自治組織   

































民の自発的受容である。   
第1の伝統的な権威であるが、「昔からそうだった」とか「ここではずっとこうい  




































めており、その上で議会に諮る手続を踏んでいた。ここまで運用を徹底すれば、前時   
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代の残樺との批判は当たらず、むしろ日高が主張するような応分の負担を求める新た  































れる。   
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2 後述する自治公民館はその他の中に含まれる。  










6 掛こなるデータの出典は、横浜市総務局『横浜市の人口』、横浜市市民局『住民組織の現状  
と活動』。  
7 なお、更に時代を遡ると、1961年の加入率は76．5％、1967年は85．3％であり（鳴海1969）、  
行政の働きかけによって加入率が上昇してきたことがわかる。そして、2000年代に入っての加  
入率が下がってきたとはいえ、1960年代に比べれば、依然として高率を維持しているといえる。  
8 集会施設としての公民館については、安井（1989）によれば、94％の自治会で公民館が所  
有されていて、地区公民館の分館として位置づけられている。このことは後述する自治公民館  
運動や日高（2003）の公民館を地方政府としての自治会の庁舎に位置づける所説につながる。  








11一方で中村（1979）は、東京の町内会の前身組織を検討し、五人親等の旧制度・旧慣を前   
110 伊藤  
身とする組織は少数にとどまり、それらも開放的で複合的機能をもつ組織へと変容し、連続性  
に欠けるとしている。  





13 明治期の地方制度の確立と町内会については、大石（1990）などを参照。  








16 この政策決定に関わった遠藤（1988）は、不介入のタブーを破って行政も積極的に責任  
を果たすべきことを提唱したところにコミュニティ対策の意義があったと述べている（高木  
2005：899）。  
17 村の資料によれば、1948年にGHQの許可を得たという。  
18 例えば川崎市でも1947年に行われた（日本社会教育学会1999：205：伊藤長和執筆箇所）。  













22 館長が多忙であることは筆者が実施した竹雷鳥の調査でも確認された（伊藤2005）。  
豊  美星町は美しい星空を守るための「光害防止条例」を全国に先駆けて導入したことでも知  
られている。  
24 神田（2002：19）によれば、部落会という言葉が差別用語だとして自治公民館と名称変更  
したところが数多くあるという。  
25 遠藤（2004）によれば、山形県は一貫して自治公民館整備の方針を採ってきたとされるが、  
朝日町の事例では、82年に部落公民館を自治公民館と位置付け直した際、ここでいう自治公民  
館とは道に、それまで未分化だった自治会活動と公民館活動を意識的に分離して取り組み始め  
た。ただし、2002年現在のアンケート調査でも、公民館総会の半数が自治会総会の一環として   
自治会・町内会と住民自治 Ⅰ＝  
開催されている。  
2（う ただし、鹿児島県のケースは、1976年に県公民館連絡協議会が、町内公民館や地区公民館  
等を「自治公民館」と総称するよう総会で申し合わせたものである（後藤1978）。  
27 この経過については、伊藤（2006）に詳細に記述した。  
















：Ⅰ2 賦言某の仕組みについては家中（2006）が詳しい。このほか、玉城（2000）を参照。  
：i：i有料化については、黒鳥が叔近ようやく始めたが、他の島々ではまったくできていないと  
いうので、竹雷鳥は例外なのであろう。  
：】4 こうしたしくみについては、玉城（2000）に詳しく報告されているが、金額は頻繁に変わっ  
ているようなので、筆者の聞き取り調査で補った。更に家中（2006）も参照。  














：満 その政府の「庁舎」が公民館である。そしてこの論理でいけば、庁舎である（自治）公民  
館を組織の名称とすることは不思議ではない。  
3！，玉野（1993）の金沢市長町7番丁の研究によれば、町内会は「急激な宅地化にともなう新  
規営業者の流入にたいして強い危機感を抱いた若手の自営業者たちが、自らの存立基盤を共同   
I12 伊藤  
して防衛するためにつくった団体」だと解釈される。後に行政が利用したとしても、発端は自  
発的な結成だったとされる。  











策課題を 中央政治のアジェンダにのせる力を欠き、アドポカシーを行うにしても、狭い地域の  
課題に限定されると指摘するのである。  






















学調査会   



































鈴木輝隆2005「住民と行政の協働‥『平成の市町村合併』における住民自治組織」都市間題96   



































源保護財団   
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